
 

【ＦＡＸ送信先（添書不要）】 

栃木県保健福祉部保健福祉課 

地域福祉担当 宛て 

０２８－６２３－３１３１ 

送信日：令和 ２ 年   月   日 

委員名：                 

連絡先：                 

 

 

  「資料４ 栃木県地域福祉支援計画（第４期）の策定について（案）」を御確認いただき、同封の返

信用封筒又はＦＡＸで御連絡ください。 

 

※ 県地域福祉支援計画は、市町村地域福祉計画を支援する関係にあるものです。 

なお、介護や障害等に関する個々の計画を議論するものではありませんので留意してください。 

 

 

  １ 基本的な考え方について 

県では、改正社会福祉法の主旨や、全国各自治体にける福祉行政の目標を踏まえて、「地域共生社

会の実現（地域共生社会の理念等については、「資料４－１」参照。）」を次期計画の方向性に位置づ

けたいと考えております。 

この実現に向けて、市町には「包括的な支援体制の整備」として、大きく次の３つが求められて

いるところであり、県はこれらの取組を支援等していくこととされています。 

（１）「住民に身近な圏域」において、住民が主体的に地域生活課題を把握し、解決を試みることが

できる環境の整備 

（２）「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制の整備 

（３）多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構築 

 

つきましては、県としての具体的な役割（市町への支援の方法や、都道府県域で推進していくべ

き施策、考え方、計画として盛り込むべき事項など）」に関し、御意見等を記載願います。 

（御意見等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 計画期間について 

県では、地域福祉支援計画の計画期間を「５か年」としていたところ、法改正等を踏まえてこの

たび検討した結果、これまで以上に高齢者、障害者、児童福祉等の関連計画との調和を図る必要が

あると考え、次期（第４期）計画から「６か年」の計画期間にしたいと考えております。 

つきましては、これに対する「是非」や御意見等を記載願います。 

（御意見等） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 重点事項（拡充又は強化する事項） 

    県では、令和元年度に実施した各種調査結果等を踏まえ、「地域共生社会の実現」に向けた

施策として、次期（第４期）計画では以下のことに特に重点等を置いて検討を進めていきたい

と考えております。 

（１）地域課題に対応する相談・支援体制の充実 

（市町における包括的支援体制構築支援、ひきこもり対策、権利擁護等） 

（２）支え合いの地域づくり（平時や災害時に関わらず、日頃からの“多様なつながり”） 

つきましては、社会や地域福祉の課題の変化、諸制度の動きなどを踏まえた視点から、御意見

等を記載願います。（他に重点的な検討が必要と考えられる事項等） 

（御意見等） 

 

 

 

 

 

 

 

４ その他意見について 

    資料全体を通じて、ほかに御意見等を記載願います。 

（御意見等） 

 

 

 

 

 

 

 

御協力ありがとうございました。 


